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加算等届出時の必要添付書類について
■ 新規指定申請の場合（新たに事業所を開設する場合）…
下記加算等を算定される場合は、下記必要添付書類を新規指定申請書類に添付してください。
ただし、新規指定申請書類と重複する書類については改めて追加提出いただく必要はありません。
■ 変更届の場合（既に指定を受けている事業所の場合）…
【届出方法及び提出書類】
〇届出方法はすべて「郵送」になります。(必要に応じて来庁いただく場合がありますのでご了承願います。)
なお、受付控(変更届受付票 等)が必要な場合は、返信用封筒に切手を貼って返送先住所宛名を明記し同封してください。
　　 　※来庁を希望される場合は、事前に電話で日時等の予約をお願いします。
〇提出書類は、次の共通様式に加えて、下表の書類が必要となります。
<共通様式>
・介護給付費算定に係る体制等に関する届出書（居宅サービス）)
・体制等状況一覧表
・変更届連絡票(来庁の場合は不要です。)
※当該共通様式は、当表をダウンロードいただいた【加算・規模に関する届出】ページの上部
「■共通様式…」内に掲載しています。
※※なお、保険医療機関等の「みなし指定」事業者の場合は、上記の共通様式のほか「付表第一号（十一）」も併せて提出願います。また、初めて加算の届出をする場合は「医療法に基づく病院・診療所の開設許可証及び開設許可申請書の写し」を提出してください。

【加算算定の開始時期】
〇算定開始日は、届出を受理した日の属する月の翌月の１日からです。（受理日が１日の場合は当該月から算定。(※１日が閉庁日の場合は、翌開庁日までに））
なお、介護職員処遇改善加算及び介護職員等特定処遇改善加算は、届出がなされた月の翌々月から算定開始となります。
	加算等項目
	必要添付書類

	人員配置区分
	・介護老人保健施設（基本型・在宅強化型）の基本施設サービス費及び在宅復帰・在宅療養支援機能加算に係る届出
令和６年９月サービス提供分まで　（別紙２９）
令和６年１０月サービス提供分以降（別紙２９－２）
・介護老人保健施設（療養型）の基本施設サービス費及び療養体制維持特別加算Ⅱに係る届出（別紙２９－３）

	在宅復帰・在宅療養支援機能加算
	・介護老人保険施設（基本型・在宅強化型）基本施設サービス費及び在宅復帰・在宅療養支援機能加算に係る届出
令和６年９月サービス提供分まで　（別紙２９）
令和６年１０月サービス提供分以降（別紙２９－２）


	夜勤職員配置加算
	・ 勤務体制・勤務形態一覧表（算定日から４週間分·従業者全員分で作成）

※あらかじめ、夜勤時間の明記と延夜勤時間数を算出しておいてください。

	口腔連携強化加算
	・口腔連携強化加算に係る届書（別紙１１）

	療養体制維持特別加算
	・介護老人保険施設（療養型）基本施設サービス費及び療養体制維持加算Ⅱに係る届出（別紙２９－３）


	送迎体制
	・ 送迎用車両の車検証（写）
・ 送迎用車両の写真（ナンバーが入ったもの）

	若年性認知症利用者受入加算
	添付書類不要

	療養食加算
	・ 勤務体制・勤務形態一覧表（算定日から４週間分·従業者全員分で作成）
・ 資格者証（写）（未提出分）

	認知症専門ケア加算
	· 認知症専門ケア加算に係る届出書（別紙１２－２）
・ 勤務体制・勤務形態一覧表（算定日から４週間分·従業者全員分で作成）

・ 資格者証（写）（未提出分）

	認知症ケア加算
	添付書類不要

	特別療養費加算項目
	「重症皮膚潰瘍管理指導」「薬剤管理指導」「集団コミュニケーション療法」に相当する診療報酬の算定のために届け出た届出書の写し

	特定診療費項目
	「重症皮膚潰瘍管理指導」「薬剤管理指導」「集団コミュニケーション療法」に相当する診療報酬の算定のために届け出た届出書の写し

	リハビリテーション提供体制
	「理学療養Ⅰ」「作業療法」「言語聴覚療法」に相当する診療報酬の算定のために届け出た届出書の写し

	生産性向上推進体制加算
	・生産性向上推進体制加算に係る届書（別紙２８）

	重度認知症疾患療養体制加算
	・重度認知症疾患療養体制加算に係る届書（別紙２４）

	併設本体施設における介護職員等特定処遇改善加算Ⅰの届出状況
	　添付資料不要

	サービス提供体制強化加算
	・ サービス提供体制強化加算に関する届出書（別紙１４－４）
・ 人員要件確認表（サービス提供体制強化加算用）（職員の割合要件を満たしていることが確認できるものであれば別途任意様式可）

	介護職員等処遇改善加算
	詳細は南河内広域事務室ホームページ【介護職員等処遇改善加算】のページをご覧ください。


【お問い合わせ先】 南河内広域事務室 広域福祉課（Tel：0721－20－1199）

